
 
平成１８年６月９日 

経 済 産 業 省          

「新経済成長戦略」とりまとめについて 

 

   
「新経済成長戦略」について、産業構造審議会新成長政策部会の審議を経て、

経済産業省としてとりまとめましたので、その内容を公表いたします。 
 

 
「新経済成長戦略」は、「国際競争力の強化」と「地域経済の活性化」を二

本柱とする中長期的な経済活性化策であり、継続的に人口が減少するという

逆風の下でも「新しい成長」が可能なことを示すものです。 
この戦略の策定にあたっては、産業構造審議会新成長政策部会（部会長 西

室泰三（株）東芝 相談役・（株）東京証券取引所 代表取締役社長兼会長）に
おける審議、経済財政諮問会議での議論、パブリックコメントに対する意見

募集など、様々な方から御意見をいただきました。前回の同部会（第６回・

平成１８年５月１５日開催）において、概ね御了承をいただいており、この

度、経済産業省としてとりまとめをいたしました。 
 なお、財政経済一体改革会議（総理、関係閣僚と与党幹部で構成される政

府与党協議会）では「歳出・歳入一体改革」と並ぶ車の両輪として、この「新

経済成長戦略」やグローバル戦略などを統合し、他省庁の成長政策も含めた

「経済成長戦略大綱」を策定することとなっており、そのとりまとめを二階

大臣・経済産業省が担当する旨決定されています。 
 
 
                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

 経済産業政策局産業再生課 

  担当者：梅北、田邉、橋本 

  電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ２６９１～３） 

      ０３－３５０１－１５６０（直通） 
 経済産業政策局産業構造課（日本経済の展望（試算結果）担当）

  担当者：太田、安藤 

  電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ２５３１～５） 

      ０３－３５０１－１６２６（直通） 



 
（別添） 

新経済成長戦略策定の経緯 

 

 

 

平成１７年 

１２月８日 二階経済産業大臣記者会見（新成長戦略策定の方針を発表） 

 

平成１８年 

 １月２０日 小泉総理大臣施政方針演説（新たな成長戦略を検討する旨表明） 

 １月２５日 第１回・産構審新成長政策部会（全体、地域経済活性化） 

２月 １日 経済財政諮問会議（新経済成長戦略の概要） 

 ２月２７日 第２回・産構審新成長政策部会 

       （国際、サービス産業の革新、ＩＴ、中小企業、横断的分野） 

３月 ７日 経済財政諮問会議（地域活性化） 

 ３月１６日 第３回・産構審新成長政策部会（中間とりまとめに向けた審議） 

経済財政諮問会議（人財立国） 

 ３月２２日 二階経済産業大臣記者会見（目指すべき経済成長の姿） 

 ３月２３日 第４回・産構審新成長政策部会（中間とりまとめ） 

 ３月２８日 二階経済産業大臣記者会見（ＧＮＩ基準の重要性を指摘） 

 ３月２９日 経済財政諮問会議（中間とりまとめの報告） 

４月 ７日 経済財政諮問会議（グローバル経済戦略） 

４月１９日 経済財政諮問会議（技術革新、制度インフラ）  

４月２４日 第５回・産構審新成長政策部会（最終とりまとめに向けた審議） 

４月２７日 経済財政諮問会議（人財立国） 

５月１０日 経済財政諮問会議（経済成長戦略大綱、サービス産業と金融の革新） 

５月１５日 第６回・産構審新成長政策部会（とりまとめ案につき概ね了承） 

５月１８日 経済財政諮問会議（経済成長戦略大綱、ＩＴ、コンテンツ） 

５月２２日 財政経済一体改革会議 第１回会合 

５月３１日 経済財政諮問会議（経済成長戦略大綱、新・国家エネルギー戦略） 

６月 ９日 新経済成長戦略 とりまとめ 

（注）このほか、とりまとめまでの間に、日本経済団体連合会、日本商工会議所、経

済同友会、主要業界団体との意見交換、地方で開催された「一日経済産業省」、

地方経済産業局長会議等による意見聴取、OECD、APEC 等の国際会議での検討状

況の説明、広く国民一般からのパブリックコメントの聴取等が行われた。 

 


